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１．オープンイノベーション機構の整備事業のねらい 

（オープンイノベーションの本格化） 
現在、我が国の大学を取り巻く状況は劇的に変化しつつあります。経済社会のグローバル化や新興

国の台頭、人工知能や IoT 等の新技術の発展等により、産業構造が、これまでの大量生産・大量消費

の資本集約型から知識そのものが価値となる知識集約型へと、過去に類を見ないほどの速さで大きく

転換しつつあります。 
産業構造が資本集約型から知識集約型に大きく転換しようとする中で、我が国の科学技術イノベー

ション政策の基本的方向を定める第５期科学技術基本計画では、我が国において、国際社会のダイナ

ミズムを取り込みつつ、グローバルでオープンなイノベーションシステムを形成していくことが重要

であるとの考え方を示しています。 
こうした中で、オープンイノベーションを本格化させようという動きが、産業界では活発になりつ

つあります。自前主義から脱却しなければ、厳しい国際競争には勝ち残ってはいけないという認識に

基づき、大学の総合力を活用した多様性ある研究活動の重要性が高まっているとの声が、産業界から

上がっている状況です。これは、言い換えれば、優れた知識・技術、人材が集積する我が国の大学に

対し、産業界と共同して先進的な知識集約型産業を生み出すプラットフォームとなることを産業界が

要請しているのです。 
さらに、これまでの産学連携に目を向ければ、主に大学と企業の研究開発部門との協力が主であっ

たところ、最近では、大型の共同研究を推進するため、研究開発部門のみならず製造部門・事業部門

も含めた各階層で大学との連携を行うニーズが顕在化しており（図１）、それに応じた大学側の体制

整備を行うことが必要となっています。 
このように、これまでの研究者個人レベルでの連携から、組織レベルでの連携、つまり、「組織」

対「組織」による本格的な産学官連携が求められています。 
 

大学
研究開発部門
（企業研究所）

製造部門
（工場）

事業部門

大学

研究開発部門
（企業研究所）

製造部門
（工場）

事業部門

※ある企業提供の資料を基に文部科学省が改変

原材料（技術）

資金

技術
シーズ

オープンイノベーション機構

資金

製品モジュール

資金

販売 販売

①

②

③

①

②

③

【これまでの産学連携モデル】 【目指すべき産学連携モデル】

異分野融合
・

大型研究
プロジェクト

学内のスター
研究者を結集

技術シーズ

新たな研究成果

資金

原材料（技術）

ベンチャー起業へ

スモールビジネスに着手

収益ベース
での実施

技術シーズ

技術シーズ

 
図１ 大型民間投資を呼び込むために必要となる取組 
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（大学が有する課題） 
一方で、我が国の大学においては、「組織」対「組織」による産学連携を実施する上で、海外の有

力大学と比べると、①企業に対する提案力、②部局横断的なチーム編成など連携の柔軟性、③財務・

知財管理等に関するマネジメント体制等に課題があると産業界から指摘されているところです。 
こうした課題を解決するべく、政府においては、未来投資戦略（平成 29 年 6 月閣議決定）で、2025

年度までに大学に対する企業の投資額を３倍とするという高い目標を定め、さらに、それを実現する

ために「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」（平成 28 年 11 月、以下「ガイドラ

イン」という。）を策定し、大学の抱えるマネジメント上の課題とそれに対する処方箋を示したとこ

ろです。 
また、この政策を一歩進めるため、産学官連携の阻害要因を分析し、具体的な解決策を見出すこと

を目的として、文部科学省において、平成２９年１月以降４回にわたって「オープンイノベーション

共創会議」が開催され、同年７月に「オープンイノベーションの本格的駆動に向けて」がとりまとめ

られ、オープンイノベーション機構の整備が提唱されました。 
大学における産学連携マネジメントの課題とその処方箋はガイドラインにおいて示されましたが、

昨今産業界を中心に顕在化しつつある、研究開発部門のみならず製造部門・事業部門も含めた各階層

で大学との連携を行うニーズに対応するには、その担い手となる大学において、これまでにない高度

で機動的なマネジメント機能を措置する必要があります。これが、オープンイノベーション機構の整

備事業のねらいです。 
 
（本施策のメッセージ） 

「組織」対「組織」の本格的産学連携を実現するにあたって、大学が備えるべき要素は、以下のも

のであると考えています。 
 

① 競争領域を中心とした大型共同研究のマネジメントを可能とする体制 
－ 学内の複数の研究シーズを組み合わせる等により、企業にとって魅力的な共同研究を提案する

企画提案 
－ 共同研究の契約額の設定や進捗管理や円滑な企業との調整・交渉 
－ 企業の事業戦略に応じた戦略的な知財マネジメント 
－ 競争領域における利益相反処理やリスクマネジメント 
－ 適切な責任・権限体系の確立、財務管理体制の構築 

② 優れた研究者の研究領域や学部等を横断した組織化 
 － 理学、工学のみならず、人文・社会科学などの一流の研究者をオーケストラのように研究領域

や学部等を横断した組織化 
 － 研究者の組織化を実現するため、大学におけるインセンティブシステムの設計 
本事業は、このような要素を持つオープンイノベーション機構の整備を支援するものです。 
他方、各大学の置かれている状況は極めて様々です。大学の組織構造も多種多様であることから、

上記の２つの要素を備えたオープンイノベーション機構を、各大学に最適な形で提案していただき

たいと考えています。イノベーションというブレークスルーを生み出す組織を、各大学の実情にそ

ってご提案ください。 
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また、大学側から見ると、オープンイノベーション機構のねらいは、大学の財政基盤の強化につ

ながる側面もあります。オープンイノベーション機構は、企業との「組織」対「組織」による大型

共同研究の実施を通じて、大学のプロフィットセンターの役割を担うべき組織です。国の財政状況

が厳しい中で、各大学においては、財源の多様化を図る必要に迫られており、オープンイノベーシ

ョン機構の整備により、民間資金を誘引し、将来的には機構の自立的経営も見据えられるような財

政基盤の強化を実現してください。 
さらに、科学技術が目まぐるしく変化している現代において、大学は、その動向に合わせて資源

配分や組織の在り方を柔軟に変化させていくことが求められています。オープンイノベーション機

構の整備により、人事・給与体系や資源配分など、大学のシステム改革を一層加速させてください。 
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２．オープンイノベーション促進システムについて 

オープンイノベーション機構を整備し、「組織」対「組織」の本格的産学官連携の高度なマネジ

メント体制を整備し、オープンイノベーション機構を自立的に運営していくためには、機構が管理

する大型の共同研究案件を持続的に生み出す基盤づくりが必要となります。 

そこで、オープンイノベーション機構については、国立研究開発法人科学技術振興機構の事業で

ある「産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（以下、「OPERA」という。）」と連携させ、

パッケージとして運用することが効果的です。この「オープンイノベーション促進システム」の中

で、非競争領域において関係企業群と共同研究コンソーシアムを形成し、そこでの研究成果を競争

領域を中心とした大型共同研究に発展させて持続的自立を目指します。 

企業の投資行動の分析等も踏まえた、オープンイノベーション促進システムのシステムとしての

考え方は、以下のとおりです（以下、図２を参照）。 

 

① 企業が共同研究に参画する前段階 

企業は、学会への参加や大学における勉強会のような緩やかな連携や、個々の研究者との繋が

りにより、大学とのコネクションを持ちます。この場合、学会や大学主催の勉強会においては、

会費を企業から徴収しているケースが多く、一社当たり毎年十数万円の民間投資となります。 

② 非競争領域における共同研究の開始 

①のような取組を経てできた繋がりの中で、偶然知り得た大学の技術シーズがその企業にとっ

て有望であることがわかると、大学に研究費を提供すること等により共同研究が開始されます。

この場合、研究開発の内容は論文発表が可能な非競争領域に留まり、資金規模は案件や分野によ

って様々ですが、数百万～1,000 万円程度が通常です。また、大学を中心とした複数企業による

コンソーシアムを形成して行われるケースがあります。共同研究へ移行するにあたっては、当該

共同研究課題に対して、大学側からマッチングファンドが出る場合、企業は研究費投資の意思決

定がしやすくなり、結果として共同研究が加速することになります。さらに、大学を中心とし、

バリューチェーンを構成する複数企業によるコンソーシアムを形成することで、共同研究の成果

をより社会実装に近づけることが可能となります。こうした取組を実現すべく、マッチングファ

ンドにより非競争領域における共同研究を実施できる【共同研究コンソーシアムを形成】するた

めの支援施策が、産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）「オープンイノベ

ーション機構連携型」です。 

③ 競争領域を中心とした企業の事業戦略に深く関わる共同研究への移行 

      ②の取組を通じて、非競争領域において共同研究を実施した結果、企業からは、そのコア技術

が自社の企業戦略と合致するかがよりクリアに判断できるようになり、エビデンスをもって投資

判断を行えるようになります。企業の事業戦略に関わる投資は、競争領域における産学共同研究

に発展することとなり、従来の産学共同研究の 10～100 倍の投資、すなわち数億円規模の投資と

なると言われています。その分、研究開発の内容が競争領域中心となることから、研究開発の企

画・契約額設定、企業との交渉、利益相反処理、進捗管理等の産学連携マネジメントは、これま

でにない高度なものが求められることになります。 
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こうした、企業の事業戦略に深く関わる共同研究を実施するにあたって必要とされる高度なマネ

ジメント体制を構築するための施策が、本公募要領に示すオープンイノベーション機構の整備事業

です。 

関連分野の企業群

大 学

オープンイノベーション機構

共同研究コンソーシアム

企業
企業 企業 企業

クリエイティブ・マネージャー
（企業と共同で価値創造を行う
専門家集団）によるイノベーショ
ンマネジメントへの集中的支援

競争領域を中心とした大型
共同研究

企業

メニュー②：
OPERA・OI機構連
携型の創設

メニュー①：オープン
イノベーション機
構の整備

（非競争領域の基礎研究のための産学マッチングファンド）

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄA ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄB ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄC

①：勉強会や学会、研究者個人との繋がりによ
り大学の研究成果とコネクションを形成し
ようとする段階
（勉強会や学会等はオープン領域）

②：非競争領域における産学共同研究を実施し、
新技術と事業戦略の整合性を検証する段階
（それぞれのプロジェクトはオープン領域）

③：非競争領域における共同研究の結果事業戦
略との整合が確認され、企業の事業戦略に
深く関わる、競争領域を中心とした大型の
共同研究を実施する段階。
（それぞれのプロジェクトはクローズ領域）

【企業の投資行動】

 

図２ 企業の投資行動とオープンイノベーション促進システム 

このように、オープンイノベーション機構及び共同研究コンソーシアム形成は、企業の投資行動

の分析に基づき、オープンイノベーション促進システムとして機能することを目的としてそれぞれ

支援メニューを用意しています。オープンイノベーション機構の整備は文部科学省事業、産学共創

プラットフォーム共同研究推進プログラムは国立研究開発法人科学技術振興機構の事業ですが、そ

れぞれを有機的に連携させたシステムとするため、両事業を担おうとする大学にあっては、関連す

る事業との有機的な連携に十分に留意しながら、資金、知、人材の好循環を通じて、成果の創出が

確実になされるよう、保有するリソース、自主財源の活用を含めて柔軟かつ効果的に用いることが

求められます。 

また、オープンイノベーション機構で生み出された技術成果を用いた事業化を迅速かつ円滑に行

うためのシステムが組み込まれていることが、オープンイノベーション促進システムの持続的成長

にとって不可欠な要素であることから、技術成果の事業化に当たっては、パートナー企業や新たに

設立されるベンチャー企業に対して技術成果のみならず、人材も移転することをあらかじめ想定し

た運営の在り方についても、実態に照らした上で留意しておくことが重要です。 



 

 8

３．事業の概要 

（１） 事業の内容等 

本事業では、 
① プロフェッショナルな人材による集中的なマネジメント体制の整備 
② オープンイノベーション機構の形成を促進する取組 
を支援します。 
大型の民間資金を呼び込んで自立的に経営されるシステムを大学内部に形成し、大学のマネジメ

ントを大幅に強化することにより大学の財務基盤を強化するとともに、企業との深い連携を通じて、

社会実装の視点から自らの研究を考察するという意識改革をもたらし、組織改革、研究力強化、人

材育成を加速します。オープンイノベーション機構の整備に関し、高い意欲と優れた構想を持つ大

学を支援します。 
各大学のオープンイノベーション機構においては、大型の共同研究プロジェクトを年間少なくと

も数件運営し、支援終了時には間接経費や特許実施料収入等を基に、一定程度の自立的経営を目指

してください。 
なお、自立的経営の定義については、民間資金や大学の自主財源等も活用しつつ、国費による支

援を要することなく、その運営が維持されている状態とします。事業終了後には、国による支援期

間中の事業規模を踏まえつつ、同機構単位でみた場合には、自己収入で支出経費の予算措置が可能

な状態を維持することを目指してください。 

 

図３ オープンイノベーション機構のイメージ 

また、オープンイノベーション機構を持続的に機能させていくための基盤づくりとして、非競争

領域の共同研究コンソーシアムの構築を支援する OPERA のメニューである「オープンイノベーショ

ン機構連携型」に申請することも可能です。その場合、オープンイノベーション機構における研究

開発内容は、OPERA における研究分野と同一性・類似性があり、OPERA における研究が競争領域の

大型産学共同研究に発展する見通しがあることを要件とします。 
（国立研究開発法人科学技術振興機構「産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム

（OPERA）」ホームページ http://www.jst.go.jp/opera/） 
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① 「プロフェッショナルな人材による集中的なマネジメント体制の整備」の内容 
(ア) オープンイノベーション機構長、クリエイティブ・マネージャーについて 

オープンイノベーション機構には、大学として同機構の活動全体を統括する理事・副学長クラ

スの機構長を置いてください。オープンイノベーション機構は、「組織」対「組織」による産学

連携の趣旨を踏まえ、学長直轄の組織にするなど設置・運営については工夫してください。 
機構長は、オープンイノベーション機構の実質的な責任者として、同機構の体制構築について、

強いリーダーシップを発揮して、外部からの招へい、アウトソース、学内教職員の再配置など最

適な編成を行うことが求められます。自大学における戦略的経営を担う役員を配置するなど大学

全体の戦略機能と整合させる形で本事業と相まって大学経営の成果を最大化させるように留意

してください。 
また、オープンイノベーション機構のマネジメント部門には、企業と共同で価値創造を行う専

門家集団（本整備事業では「クリエイティブ・マネージャー」と呼称）を置き、競争領域を中心

とした大型の共同研究の企画・提案、マネジメント等を行います。クリエイティブ・マネージャ

ーは、オープンイノベーション機構の自立的経営に向けた戦略パートナーへのマーケティング、

契約交渉、民間資金の獲得、利益相反・技術流出の防止などのミッションを担います。とりわけ、

この中心人物となる統括クリエイティブ・マネージャーは、産業界での豊富な勤務経験や顕著な

業績があり、企業経営にも精通していることが重要となります。また、オープンイノベーション

機構の経営を軌道に乗せるためには、統括クリエイティブ・マネージャーが、責任をもって継続

的・日常的に経営を行うことができる勤務形態とすることが求められます。 
このような統括クリエイティブ・マネージャー等の給与体系については、学内にオープンイノ

ベーション機構が設置されることから、各大学の実情を踏まえ、優秀な人材の確保、インセンテ

ィブの付与、適切な給与水準等に留意しながら、例えば成功報酬制の導入など成果に応じた給与

設定とすることが期待されます。 
機構長及びクリエイティブ・マネージャーのイメージ及び求められる資質・人物像は概ね以下

のとおりです。また、採択後も、クリエイティブ・マネージャーの定期的なスキルアップに努め、

オープンイノベーション機構として求められる優れた水準を確保してください。 

 
図４ 機構長及びクリエイティブ・マネージャーに求められる資質・人物像のイメージ 
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(イ) 経営の自由度を確保するための適切な責任・権限体系の確立、財務管理体制の構築について 

各大学のオープンイノベーション機構においては、一定程度の自立的経営を目指すことから、

同機構における経営の裁量を確保するため、契約、知財管理等の責任・権限体系を確立し、経営

自立化の進捗を測定できる財務管理体制を構築してください。 
特に、財務管理体制については、これまでの各大学の共同研究契約では、共同研究に実際に必

要となるコストを回収することができずに、共同研究を進めれば進めるほどに不足が高じてしま

い、大学経営に悪影響を及ぼす可能性があるとの指摘があります。このため、企業との共同研究

等の大型化を進めるに当たっては、間接部門も含めてどれだけのコストがかかっているか、費用

対効果はどうなっているか等を分析し、経営に悪影響を及ぼさないようにすることが重要であり、

当該体制の構築を通じて、管理会計的な発想から、共同研究等に係るコスト管理や効率化を行い、

企業と価格面での契約交渉に活用することが期待されます。 
また、オープンイノベーション機構が経営的に自立化するためには、企業との産学連携活動に

より生じた利益（例えば、「戦略的産学連携経費」の計上や教員人件費単価の独自設定などによ

る利益）を中長期的に活用していくことが期待されます。この場合、学内においてオープンイノ

ベーション機構の収支を区分経理とするなどして、積立金（国立大学法人の場合は目的積立金）

として活用できるよう組織内のガバナンス体制を確立することが求められます。 
 

② 「オープンイノベーション機構の形成を促進する取組」の内容 
学内においてオープンイノベーション機構を形成するためには、参画する研究者に必要となる

研究員等の配置や研究設備の整備等のために必要な対応が求められます。しかし、このような取

り組みに対しては、共同研究等の相手先企業が負担することが困難な場合も想定されることから、

大学において、このようなオープンイノベーション機構の形成を促す取り組みを進めてください。 
 
（２） 申請主体等 

① 申請主体 
本事業への公募申請は、国公私立大学（学校教育法第２条に規定する国立学校、公立学校及び

私立学校（学校法人が設置する大学に限る。）である大学）により行うこととします。ただし、

予算決算及び会計令第７１条の規定に該当する者（大学）及び文部科学省から取引停止の措置を

受けている期間中の者（大学）は除きます。 
なお、複数の機関（国公私立大学、大学共同利用機関、高等専門学校、国立試験研究機関、公

立試験研究機関、国立研究開発法人、研究開発を行っている特殊法人・独立行政法人・公益法人

等）における研究開発面での連携を行うことは可能です（補助金交付等の詳細は、「（別紙）オー

プンイノベーション機構の整備に係る経費について」を参照）。 
② 補助対象機関 

上記①の申請主体となる機関とします。 
 

（３） 申請内容 

本事業の申請は１大学につき１申請とします。１大学から複数の申請があった場合、当該機関に
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より申請されたすべての申請を審査対象外とします。 
申請に当たっては、オープンイノベーション機構の整備を図るための全体概要図 Microsoft 

PowerPoint（以下、「パワーポイント」という。）を１頁で示した上で（様式１別添）、それぞれ以

下の項目に従って、Microsoft Excel（以下、「エクセル」という。）及び Microsoft Word（以下、「ワ

ード」という。）（様式２）について１００頁以内を目途に作成してください。なお、申請書類の作

成に当たっての具体的な記載内容及び記載方法については、各様式に記載した留意事項や記載例を

参考としてください。 
 
① オープンイノベーション機構の基本情報 
(ア) 申請者情報 
(イ) 学内におけるオープンイノベーション機構の組織図、体制図 
(ウ) マネジメント部門の名簿 
(エ) オープンイノベーション機構長、統括クリエイティブ・マネージャー予定者等の略歴 
(オ) プロジェクト部門の研究者名簿 
(カ) 中心研究者の研究業績書 
(キ) 特許・ライセンス契約リスト 
(ク) 共同研究契約・受託研究契約リスト 
(ケ) 過去の産学連携活動の実績 
(コ) オープンイノベーション機構及び大学本部、研究者、企業（ＴＬＯ）等への収益（間接経費、

ライセンス収入等）の配分方法 
(サ) 資金調達及び収支計画（支援５年間＋終了後１年間） 
(シ) 各研究開発プロジェクトの概要 
(ス) 年度別補助金執行計画表 

 
② オープンイノベーション促進システムについて 
(ア) オープンイノベーション促進システムの全体構成 
(イ) 設置の趣旨・必要性 
(ウ) 集中的なマネジメント体制の考え方及び特色 
(エ) 経営戦略（大学の運営方針との関係性を含む）・事業終了後を視野に入れた目標 
(オ) 企業への企画・提案マネジメントの考え方及び特色 
(カ) 研究者チーム編成の考え方及び特色 
(キ) 共同研究コンソーシアム形成の考え方及び特色 

 
③ 資金調達 
(ア) 財務マネジメント体制の考え方及び特色 
(イ) 自立的経営の財源となる民間資金の獲得の具体的方法、目標額及びその前提条件 

 
④ 知的財産・リスク管理 
(ア) 知的財産戦略及びマネジメント体制の考え方及び特色 
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(イ) 保有する知的財産の競争優位性 
(ウ) リスク管理体制の考え方 

 
⑤ 研究開発プロジェクト 
(ア) プロジェクト・マネジメントの考え方及び特色 
(イ) 研究成果の事業化に向けたマネジメント体制（外部のＴＬＯ、ベンチャーキャピタルとの関係

を含む） 
(ウ) 研究開発プロジェクトの概要、特色・先進性、事業化の見通し 

 
⑥ オープンイノベーション機構を通じた大学改革へのアクション 

 
なお、文部科学省において、シンクタンク等を活用して、各大学のオープンイノベーション機構

の研究開発プロジェクト等に係る期待される可能性・革新性の評価及び国際的なターゲット市場の

選定、適切な事業化戦略のあり方について調査・分析し、審査及び採択後の文部科学省による継続

的支援において活用する予定です。 
 
（４）選定件数及び事業規模 

① 支援規模 

本公募において採択する大学は８大学程度を予定しています。ただし、申請状況、申請内容等

を勘案した結果、予定件数に限らない場合があります。また、本事業における１大学当たりの補

助金交付額は年間 1.7 億円程度とします（採択件数等によっては、これより大きくなる可能性も

あります。）。 

なお、本事業は最終的には民間資金、自主財源等による自立化を前提としているため、支援規

模については事業の進展に応じて予算の範囲内で措置することとし、段階的に減額することを予

定しています。具体的には、開始後４年目で支援規模を開始時の 75％、５年目（最終年度）で

50％とすることを想定しています。 

 

（５）事業期間 

① 支援期間 

支援期間は原則５年間とし、支援開始３年目に中間評価を実施します。中間評価の結果に応じ

て予算配分の減額などの計画の変更、取組の中止等の見直しを行うものとします。 

② 文部科学省等による継続的支援 

   文部科学省では、採択大学に対して継続的な進捗管理を行うため、有識者からなる「ガバニン

グボード（仮称）」を設置し、シンクタンク等を活用して、大学のマネジメント体制の構築や資

金調達計画等に関して支援・助言を行います。採択後は、各採択大学において開催されるオープ

ンイノベーション機構に係る会議等に上記ガバニングボードから有識者の派遣を行います。また

あわせて、年度ごとに、採択大学における進捗を踏まえ、計画の達成に向けた大学の活動を総合

的に評価・勘案し、事業中止も含め、必要に応じて支援額等に反映させる予定です。 

中間評価における評価対象は以下のとおりとします。 
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○オープンイノベーション機構のマネジメントの進捗状況等（審査基準のフォローアップ） 

○卓越したクリエイティブ・マネージャーの育成・確保の指標となる専門的な資格の取得状況 

○共同研究など産学連携活動を人事・給与に連動させた評価体制の構築 

○企業へのクロスアポイントメントの実施状況 

○オープンイノベーション機構を通じた国際産学連携の展開状況   など 

 

（６）経費 

本事業の補助対象経費は、別紙のとおりとします。 
 

（７）申請主体の自助努力 

本事業の事業遂行を補完する経費について、申請主体の自助努力として学内資源を活用するこ

とを要件とし、原則として、年度毎に措置される文部科学省からの補助金交付額と同規模以上と

することを求めます。 
学内資源として算入可能な経費は、各大学において補助対象となる経費を除き、本事業の遂行

を補完する人件費や物件費等とします。 
 
（リソースの具体例） 
学内からの現物供与等（サポート人材の人件費負担、学内施設のスペースの提供／拠出を含

む。）、競争的資金等における間接経費や寄附金等 
 

４．申請について 

  下記①～②の提出書類を、電子メールにより、件名を「（○○大学）オープンイノベーション機構

整備事業公募申請書類」としたうえで、提出期限までに文部科学省（８．問い合わせ先参照）へ電子

データにより提出してください。（電子データの容量が大きいなどの理由により電子メールでの送付

が困難な場合は、事前に「８．問い合わせ先」へご連絡願います。） 
  なお、審査上の指摘等によって申請内容を変更する必要がある場合は、申請書類の補正を認めるこ

ととします。 
 
（提出書類） 

① オープンイノベーション機構公募申請書（様式１及び別添（パワーポイント）） 
② ①の補足資料（様式２－①～様式２－⑥、様式３） 

 ※様式１別添について（①） 
   ・各スライドのサイズはＡ４とし、印刷の向きは横としてください。 
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５．審査方法等    

（１）審査方法 

    有識者により構成される審査委員会を設置し、書面審査等を踏まえて採択候補を絞り込んだの

ち、詳細調査等を行ったうえで、原則としてオープンイノベーション機構に関するサイトビジッ

トを実施（７月頃予定）します。その後、面接審査（統括クリエイティブ・マネージャーの人物

評価を含む。）を行ったうえで（８月上～中旬頃予定）、最終的な採択候補を決定します。面接審

査においては、必ず、オープンイノベーション機構長候補者及び統括クリエイティブ・マネージ

ャー候補者は出席してください。 
    なお、最終的な採択候補に対しては、審査会での意見等を踏まえ、必要に応じて申請内容（統

括クリエイティブ・マネージャー等の人選を含む）の見直しを行っていただく場合があります。 
                                                                                                    

（２）審査基準 

    本事業では、以下の①～⑦の７つの項目について審査します。また、①～⑦に関し、本事業の

趣旨から最適な内容となっていない場合は、必要に応じて事業開始後（初年度）に詳細に検討、

構築できるかを考慮して総合的に審査します。 
① オープンイノベーション機構長及び経営戦略・目標 

オープンイノベーション機構長は、大学経営と連動して戦略の立案・推進を担う役員を充て

るなど、本事業を通じて大学の経営力の強化や大学改革の推進に貢献するために適切である

かを審査します。 
 また、オープンイノベーション機構の経営戦略が、各大学の中長期的な運営・改革方針と

整合するとともに、同機構の目標が政府目標の「2025 年度までに大学に対する企業の投資額

を３倍とすることを目指す」にも寄与するものであるか審査します。 
② 統括クリエイティブ・マネージャーの業績、資質・能力等 

オープンイノベーション機構の経営戦略・目標の実現に向けて、統括クリエイティブ・マネ

ージャー候補者は、産業界での豊富な勤務経験や顕著な業績を有することを原則とし、求めら

れるミッションを担うことができるかにつき、資質・能力（国際的に通用する高度なマネジメ

ント、技術移転に相当するスキルなど）、エフォート率を総合的に評価します。 
③ クリエイティブ・マネージャーによる集中的なマネジメント体制 

オープンイノベーション機構の経営戦略・目標に基づいて、マネジメント部門の人材が適材

適所に配置され、イノベーションマネジメントや企業への企画・提案マネジメントなど組織的

に高度な技術移転業務を実施できる体制となっているか。プロジェクト部門は、研究領域や学

部等を横断して研究プロジェクトチームが編成できる体制が取られているかを審査します。 
また、既存の産学連携本部等の組織との連携・協働体制についても適切か審査を行います。 

④ 資金調達 
オープンイノベーション機構が支援終了後も持続的に自立的な経営が可能となる資金調達

や収支計画が策定され、それを実現するための財務マネジメント体制（機動的な責任・権限体

系、財務管理体制を含む）や具体的方法が適切に定められているか審査します。 
⑤ 知的財産・リスク管理 
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オープンイノベーション機構が企業の事業戦略に深く関わる研究開発を行う上で必要とな

る、知的財産を大学が保有しており、その競争優位性について、競合特許等との比較検証、産

業構造・市場分析等を踏まえて審査します。 
またあわせて、オープンイノベーション機構において適切なリスク管理体制が具体的に定め

られているかを審査します。 
⑥ 研究開発プロジェクト 

研究開発プロジェクトのロードマップやマイルストーンの実現可能性について、参画する研

究者の研究力、当該研究開発の先進性・国際的な最新動向及び将来の市場動向・事業化可能性

を踏まえて審査するとともに、プロジェクト・マネジメントや研究成果の事業化に向けた体制

（外部のＴＬＯやベンチャーキャピタルとの関係を含む）が具体的かつ適切に定められている

かを審査します。 
⑦ 大学改革へのアクション 

オープンイノベーション機構の設置により、民間資金を原資とした大学全体の研究環境の充

実、博士課程学生等の人材育成、大学ガバナンス改革（産業連携に係る迅速な意思決定、行動

を可能とする一元的なマネジメント体制、技術シーズの見える化、産学連携が進む教員人事評

価の制度化、インセンティブ設計（給与、スペース、研究費配分等）、クロスアポイントメン

ト制度（大学から企業への出向実績）の普及等）、大学発ベンチャーの創出支援、国際産学連

携の積極的な実施などの大学全体の改革アクションを伴うものかを審査します。 
 

（３）審査に関する留意事項 

オープンイノベーション機構を持続的に機能させていくための基盤となり得る非競争領域の

共同研究コンソーシアム形成など、将来的に大学の有する研究リソースを持続的に本事業の対象

とする競争領域に接続し得る可能性を有しているかという点についても考慮することとします。 
 

６．公募期間等スケジュール 

   本事業の公募申請の期間、及び今後のスケジュールについては以下のとおりです。 

１． 募集開始 ２０１８年４月３日（火） 

２． 公募説明会  ※詳細については、文部科学省ホームページに掲載予定 

３． 募集締切   ２０１８年５月３１日（木）１７時 

４． 審査  ２０１８年６月～８月（予定） 

    書面審査       ６月中旬 

    サイトビジット    ７月頃 

    面接審査       ８月上旬から中旬 

５． 審査結果発表 ２０１８年８月下旬（予定） 

６． 事業開始 ２０１８年９月頃（予定） 
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７．その他の留意事項 

（１）補助金交付等の手続きについて 

本公募申請における採択大学の補助対象機関への補助金交付等については、「補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律」（昭和 30 年法律第 179 号）及び同法施行令（昭和 30 年政令

第 255 号）、「地域産学官連携科学技術振興事業費補助金交付要綱」（平成 22 年 2 月 1 日文部科学

大臣決定）、「地域産学官連携科学技術振興事業費補助金取扱要領」（平成 22 年 2 月 1 日科学技術・

学術政策局長、研究振興局長決定）に基づき行います。 
 

（２）申請書類の取扱い 

提出された申請書類について、本公募要領にしたがっていない場合や不備がある場合、差し替

えや訂正は認めません。申請書類に、審査における判断の根本に関わるような重大な誤りや虚偽

の記載、記載漏れ等があった場合、審査対象とされないこともあります。また、採択後において

も、採択が取り消されることがあります。 
なお、本公募要領に基づきご提出いただいた申請書類等については、採択大学の選定に係る審

査において必要な情報を収集する観点から、文部科学省が行う本事業に係る下記業務委託の受託

機関へ提供させていただきます。 
業務委託先が、申請書類等のみでは調査内容が不十分と判断した場合は、各大学へのヒアリン

グ等を実施することに留意してください。また、書類申請内容に関して守秘義務が遵守されます

が、業務委託先への提供が困難な情報が申請内容に含まれている場合は、その旨と提供すべきで

ない内容について、「８．問い合わせ先」までご連絡ください。 
 
※本事業に係る業務委託一覧 
・オープンイノベーション機構事業執行の高度化に資する提案内容の分析等に関する調査 
・オープンイノベーション機構の効果的な支援に係る調査 
 

８．問い合わせ先 

文部科学省 産業連携・地域支援課 大学技術移転推進室 
住所：〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 
         中央合同庁舎第７号館東館 15 階 
電話：03-6734-4261（平日の 9 時 30 分から 18 時 15 分まで） 
E-mail：kengijut@mext.go.jp 
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（別紙） 

オープンイノベーション機構の整備に係る経費について  

 

○  対象となる経費  

本事業を実施するために必要となる人件費、事業実施費、設備備

品費を対象とします。  

   詳細は、「地域産学官連携科学技術振興事業費補助金取扱要領」（平

成２２年２月１日科学技術・学術政策局長、研究振興局長決定）を

参照してください。  

 

本事業の補助対象経費は、概ね以下のとおりとします。  

   ｱ)本事業を実施するための業務担当職員（クリエイティブ・マネ

ージャー等）の人件費  

   ｲ)本事業の顧問弁理士・弁護士等として委嘱に必要な経費  

   ｳ)本事業に関する会議を開催する際に必要な経費  

ｴ)本事業に関する研修等の経費  

   ｵ)本事業に関する資料作成のための原稿執筆報酬  

   ｶ)本事業に関する調査研究や会合・研修会への出席、連絡等に要

する旅費  

   ｷ)本事業に関する机、いす、複写機等、実施機関で通常備えるべ

き物品のレンタル等に必要な経費  

   ｸ)本事業を実施するための戦略的な特許経費  

ｹ)本事業に関するセキュリティや管理会計システム等のサーバ導

入、改修に必要な経費  

   ｺ)本事業に関する産学官連携に関する啓発活動等の会議を開催す

る際に必要な経費  

ｻ)本事業の目的を達成するうえで、オープンイノベーション機構

の形成促進に必要な経費（研究者の研究領域や学部等を横断し

た組織化に必要となる経費、他機関（企業を除く）の研究者が

参画するために必要な経費など、オープンイノベーション機構

の形成において共同研究等の相手先企業による負担が困難な経

費）  

 

※補助金の交付は採択大学にのみ行いますが、他機関との研究開発面

で連携した取組みは、上記の ｻ)の範囲で、採択大学からの委託費と
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して他機関で経費を使用することができます。  

 

※上記の ｻ)は、オープンイノベーション機構の形成促進に必要なスタ

ートアップ経費であることから、補助金交付額の 25％以内とし、４

年目以降において補助対象外とする予定です。  

なお、交付決定後に、補助対象経費の費目の額を増減する場合も、

上記の ｻ)は補助金交付額の 25％以内となるよう留意してください。 

 

○  対象とならない経費  

   次の経費は対象となりません。  

   ｱ)国立大学法人、学校法人等においては、運営費交付金、私学助

成の補助対象者の人件費。  

ｲ)酒類や講演者の慰労会、懇親会等の経費（ただし、本事業とし

て行われる国際会議や国際シンポジウムに不可欠なものとして

開催されるレセプション等に必要な経費には使用できます。）  

ｳ)本事業の遂行中に発生した事故・災害の処理のための経費（訴

訟経費を含む。）  

ｴ)建物等施設の建設や不動産取得に関する経費  

ｵ)実施機関の施設使用に関する経費  

ｶ )共同研究に参画する研究者の代替要員の雇用に係る経費  
ｷ )共同研究に参画する研究者への研究費支給に係る経費  

ｸ)机、いす、複写機等、実施機関で通常備えるべき物品を購入す

るための経費  

   ｹ)その他本事業の遂行に関連のない経費  

 

 


